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令和５年度薩摩川内市簡易水道事業会計予算 
 

（総 則） 

第１条 令和５年度薩摩川内市簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴ 給水件数                        ２，８８５ 件 

⑵ 年間総給水量                    ５０４，８１０ ㎥ 

⑶ １日平均給水量                     １，３８３ ㎥ 

⑷ 主要な建設改良事業  

ア 配水管布設替事業等           事業費 １３６，１３１ 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入 

第１款 簡易水道事業収益               ３１６，６１７ 千円 

第１項 営業収益                   ９８，０６０ 千円 

第２項 営業外収益                 ２１８，５５７ 千円 
 

支   出 

第１款 簡易水道事業費用               ３０３，２７７ 千円 

第１項 営業費用                  ２８５，９４３ 千円 

第２項 営業外費用                  １５，３３４ 千円 

第３項 特別損失                      ２００ 千円 

第４項 予備費                     １，８００ 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

７８，６６７千円は、過年度分損益勘定留保資金２７，３７８千円、当年度分損益勘定留保資金４３，４５５

千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７，８３４千円で補塡するものとする。）。 

 

収   入 

第１款 資本的収入                   １３２，７８４ 千円 

第１項 企業債                     ４６，３００ 千円 

第２項 出資金                     ２７，１３４ 千円 

第３項 負担金                     １３，０００ 千円 

第６項 国庫補助金                   ４６，３５０ 千円 

  

支   出 

第１款 資本的支出                   ２１１，４５１ 千円 

第１項 建設改良費                  １４５，４７８ 千円 

第２項 企業債償還金                  ６５，９７３ 千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

起 債 の 目 的  限度額（千円） 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

簡易水道事業 ４６，３００ 

証書借入 

 

又は 

 

証券発行 

年３．０％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金につ

いて、利率見直しを行っ

た後においては、当該見

直し後の利率） 

融資先の条件による。 

ただし、財政の都合により据置期

間中であっても繰上償還し償還年

限を短縮し、又は低利債に借り換

えることができる。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、９０，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

・ 営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。） 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経

費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

・ 職員給与費                      ４０，８４０ 千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 簡易水道事業費に充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１２３，７３０千円と

定める。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１，４６９千円と定める。 

 

令和 ５ 年  ２  月２０日提出 

薩摩川内市長    田 中 良 二    
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　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

１ 簡易水道事業収益                                              316,617

１ 営業収益                                             98,060

 １ 給水収益 97,095 水道料金・給水負担金

 ３ その他の営業収益 965 手数料・一般会計負担金

２ 営業外収益 218,557

 ３ 他会計補助金 123,730 一般会計補助金

４ 長期前受金戻入 65,728 減価償却費に係る長期前受金の収益化

５ 雑収益 1,394 取替メーター受入額・原子力立地給付金等

６ 消費税及び

地方消費税還付金

８ 資本費繰入収益 25,001 一般会計出資金の収益化

令 和 ５ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

2,704
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　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

１ 簡易水道事業費用 303,277

１ 営業費用 285,943

１ 原水及び浄水費 79,981 取水・浄水及び送水に要する経費

 ２ 配水及び給水費 59,347 配水及び給水に要する経費

 ４ 総係費 9,658 事業の運営管理に要する経費

  ５ 減価償却費 133,957 固定資産の減価償却費

 ６ 資産減耗費 3,000 固定資産除却費

２ 営業外費用 15,334

 １ 支払利息及び

企業債取扱諸費

３ 雑支出 5,890 控除対象外消費税及び地方消費税

３ 特別損失 200

３ 過年度損益修正損 200 過年度水道料金等還付金

 ４ 予備費 1,800

１ 予備費 1,800

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

9,444 企業債等に対する利息
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　収　　　入 （単位：千円）

予　定　額

１ 資本的収入    132,784

１ 企業債 46,300

 １ 企業債 46,300

２ 出資金                                             27,134                                     

 １ 他会計出資金 27,134 一般会計出資金（建設改良費に係る財源不足分）

３ 負担金 13,000

１ 工事負担金 13,000

６ 国庫補助金                                             46,350                                     

 １ 国庫補助金 46,350                                     

　支　　　出 （単位：千円）

予　定　額

１ 資本的支出  211,451

１ 建設改良費 145,478

  １ 改良費 141,570 水道施設の改良に要する経費

 ２ メーター費 5 新設水道メーター購入費

３ 固定資産購入費 3,066 高圧洗浄機等購入費

４ リース債務支払額 837 リース資産に係る元本支払額

２ 企業債償還金 65,973

１ 企業債償還金 65,973 元金償還金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備　　　　　　　　　　考

款 項 目 備　　　　　　　　　　考
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資金期末残高 １３３,１９２

資金増加額（又は減少額） △ １２,４５９
資金期首残高 １４５,６５１

リース料の支払による支出 △ ７６０
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２０,４３３

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ４６,３００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ６５,９７３

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

一般会計からの出資金による収入 ５２,１３５
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２５,４００

国庫補助金等による収入 ４２,１３６
工事負担金による収入 １１,８１８

有形固定資産の取得による支出 △ １３１,４８９
2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ９,４３７
業務活動によるキャッシュ・フロー ３３,３７４

小　計 ４２,８１１

未収金の増減額（△は増加） ２,６５８
未払金の増減額（△は減少） △ ２７,０６１

支払利息 ９,４３７
資本費繰入収益 △ ２５,００１
長期前受金戻入額 △ ６５,７２８
賞与引当金の増減額（△は減少） ２２０

当期純利益（△は当期純損失） １１,３２９
減価償却費 １３３,９５７

令 和 ５ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

( 単 位 ： 千 円 )
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

資産減耗費 ３,０００
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１　総　　括 （単位：人・千円）

※　(　)内は再任用職員に係るものである。

給 与 費 明 細 書

合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計 福 利 費

本 年 度
(  )

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

6 1,940 17,537 13,965 33,442 7,398 40,840 

6 1,943 16,558 14,336 32,837 6,737 

(  )

39,574 

比 較
(  )

前 年 度

661 1,266 

手　当

の内訳

区 分
扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 時間外

勤　務
手　当

管理職

△ 3 979 △ 371 605 

手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

期　末 勤　勉 退職手当 単身赴任

手　当 手　　当

470 334 0 2,380 

手　当 手　当 手　当 手　　当 手　当

0 300 

前 年 度 1,214 356 70 0 2,080 

負 担 金

本 年 度 1,154 

0 0 272 442 △ 1,703 比 較 △ 60 114 264 

2,891 3,621 0 0 4,104 

0 0 4,376 3,333 1,918 
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　⑴　会計年度任用職員以外の職員 （単位：人・千円）

※　(　)内は再任用職員に係るものである。

合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計 福 利 費

本 年 度
(  )

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

4 17,537 13,755 31,292 7,011 38,303 

4 16,558 14,064 30,622 6,394 

(  )

37,016 

比 較
(  )

前 年 度

手　当

の内訳

区 分
扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 時間外

勤　務
手　当

管理職

0 979 △ 309 

本 年 度 1,154 470 334 0 2,380 0 0 4,166 

前 年 度

退職手当 単身赴任

手　当 手　当 手　当 手　　当 手　当

617 1,287 670 

管理職員
特別勤務
手　　当

期　末 勤　勉

3,333 1,918 

手　当 手　当 負 担 金 手　　当

3,832 2,891 3,621 

△ 1,703 比 較 △ 60 114 264 0 300 

1,214 356 70 2,080 

0 0 334 442 
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　⑵　会計年度任用職員 （単位：人・千円）

△ 62 

期　末

手　当

手　当

の内訳

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

272 

210 

2,558 

△ 21 

272 2,215 343 

44 

2,537 210 2,150 387 

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

2 

2 

特 別 職 一 般 職 報 酬

1,940 

1,943 

合 計
給 与 費職 員 数

給 料 手 当 計 福 利 費

法 定

△ 3 △ 65 0 △ 62 
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 ２ 給料及び手当の増減額の明細 

区   分 
増 減 額 

（千円） 

増 減 事 由 別 内 訳 

（千円） 
説     明 

給   料 ９７９ 
昇 給 に 伴 う 増 分 １７９ 平均昇給率・・・１．０８１％ 

そ の 他 の 増 分  ８００ 異動等による増分 

手   当 △３７１ そ の 他 の 減 分  △３７１ 異動等による減分 

 

３ 給料及び手当の状況 

 

⑴  職員１人当たり給与 

区             分 

職    種 

一 般 職 

令和５年 １ 月 １ 日 

 

現  在 

   平 均 給 料 月 額   （円） ３６２，４７５ 

   平 均 給 与 月 額   （円） ４４９，２８１ 

   平 均 年 齢  ４７歳  ８  月 

令和４年 １ 月 １ 日 

 

現  在 

   平 均 給 料 月 額   （円） ３４１，９５０ 

   平 均 給 与 月 額   （円） ４２２，４６５ 

   平 均 年 齢 ４４歳  ４ 月  

 

⑵ 初任給  

区     分  一 般 職（円） 
一般会計の制度 

 一般行政職 （円） 

高 校 卒 １５４,６００ １５４,６００ 

短 大 卒 １６７,１００ １６７,１００ 

大 学 卒 １８５,２００ １８５,２００ 
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⑶ 級別職員数 

区        分 級 
一     般     職 

職 員 数（人） 構 成 比（％） 

令和５年 １ 月 １ 日 

 

現   在 

４  級 ４ １００．０ 

計 ４ １００．０ 

令和４年 １ 月 １ 日 

 

現   在 

４  級 ３ ７５．０ 

３  級 １ ２５．０ 

計 ４ １００．０ 
    

 

 
（級別の基準となる職務） 

区   分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級 

一 般 職 参 与 参 事 参  事  補 
総 括 主 任 

主 任 
主 任 補 主  事 主  事 

 

 

⑷ 期末手当・勤勉手当 

区      分 

支 給 期 別 支 給 率 
支 給 率 計 

（月分） 

職制上の段階、職務の 

級 等 に よ る 加 算 措 置 
備        考 

 

 

６月（月分） １２月（月分） 

本 年 度 
(１.１５０) 

２.２００ 

(１.１５０) 

２.２００ 

(２.３０) 

４.４０ 
有  

前 年 度 
(１.１２５) 

２.１５０ 

(１.１２５) 

２.１５０ 

(２.２５) 

４.３０ 
有  

一般会計の制度 
(１.１５０) 

２.２００ 

(１.１５０) 

２.２００ 

(２.３０) 

４.４０ 
有  

※（ ）内は再任用職員に係るものである。 
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⑸ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区      分 
２ ０ 年 勤 続 

の 者 （ 月 分 ） 

２ ５ 年 勤 続 

の 者 （ 月 分 ） 

３ ５ 年 勤 続 

の 者 （ 月 分 ） 

最 高 限 度 

（月分） 

そ の 他 の 

加 算 措 置 等 
備 考 

 

 

支 給 率 等 ２６.３６５５ ３３.２７０７５ ４７.７０９ ４７.７０９ 制 度 有  

一般会計の制度 

（ 支 給 率 等 ） 
２６.３６５５ ３３.２７０７５ ４７.７０９ ４７.７０９ 制 度 有  

 

 

⑹ その他の手当 

区            分 一般会計の制度との異同 差  異  の  内  容  

 
扶  養  手  当 同      じ  

住  居  手  当 同      じ  

通  勤  手  当 同      じ  
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左の財源内訳

市 費 等

千円 千円 千円 千円
令和３年度から 令和５年度から

令和４年度まで 令和７年度まで

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

事 項 設定年度 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

簡易水道事業窓口等関
連業務委託（水道料金
納入通知書作成発送・
日計処理等）

令和

２年度 15,500 5,873 8,809 8,809
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(単位：千円)

⑴

土 地 28,963

建 物 53,948

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,215 42,733

構 築 物 3,025,532

減 価 償 却 累 計 額 △ 459,977 2,565,555

機 械 及 び 装 置 299,954

減 価 償 却 累 計 額 △ 95,953 204,001

車 両 運 搬 具 2,824

減 価 償 却 累 計 額 △ 850 1,974

工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,855

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,555 2,300

リ ー ス 資 産 5,246

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,999 3,247

建 設 仮 勘 定 6,190

2,854,963

2,854,963固 定 資 産 合 計

ト

チ

有 形 固 定 資 産 合 計

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

令 和 ５ 年 度　 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 )

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１ 固    定    資    産

有 形 固 定 資 産
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⑴ 133,192

⑵ 35,011

△ 200 34,811

⑶ 4,521

⑷ 5

172,529

3,027,492

⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 653,677

653,677

⑵ 1,176 1,176

654,853

２ 流    動    資    産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

【 資 産 合 計 】

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

３ 固　　定    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計
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⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 65,481

65,481

⑵ 1,484

⑶ 17,159

⑷

賞 与 引 当 金 3,006

3,006

⑸ 93

87,223

⑴ 1,749,603

△ 285,570

1,464,033

2,206,109

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

[ 負 債 合 計 ]

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ 繰　　延　　収　　益

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

４ 流    動    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計
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⑴ 717,125

717,125

⑴

国 庫 補 助 金 2,664

県 補 助 金 296

2,960

⑵

建 設 改 良 積 立 金 75,349

当年度未処分利益剰余金 25,949

101,298

104,258

821,383

3,027,492

ロ

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

[ 資 本 合 計 ]

【 負 債 資 本 合 計 】

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ

資 本 剰 余 金

イ

ロ

６ 資　　本    金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

７ 剰    余    金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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（単位：千円）

⑴ 給 水 収 益 66,259

⑵ そ の 他 の 営 業 収 益 1,069 67,328

⑴ 原 水 及 び 浄 水 費 61,688

⑵ 配 水 及 び 給 水 費 59,480

⑶ 総 係 費 8,545

⑷ 減 価 償 却 費 138,373

⑸ 資 産 減 耗 費 4,000 272,086

営　　業　　損　　失 204,758

⑴ 他 会 計 補 助 金 137,669

⑵ 長 期 前 受 金 戻 入 68,098

⑶ 雑 収 益 1,870

⑷ 消費税及び地方消費税還付金 2,182

⑸ 資 本 費 繰 入 収 益 25,486 235,305

令 和 ４ 年 度　 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

１ 営　　業　　収　　益

２ 営　　業　　費　　用

３ 営　　業　　外　　収　　益
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⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費 10,499

⑵ 雑 支 出 4,228 14,727 220,578

経　　常　　利　　益 15,820

⑴ 過 年 度 損 益 修 正 損 200 200 △ 200

⑴ 予 備 費 1,000 1,000 1,000

当　　年　　度　　純　　利　　益 14,620

前　年　度　繰　越  利  益  剰　余  金 0

そ の 他 の 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

当　年　度　未　処　分　利　益　剰　余　金 14,620

５ 特　　別　　損　　失

６ 予　　備　　費

４ 営　　業　　外　　費　　用
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(単位：千円)

⑴

土 地 28,963

建 物 53,948

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,601 45,347

構 築 物 2,909,160

減 価 償 却 累 計 額 △ 353,335 2,555,825

機 械 及 び 装 置 290,214

減 価 償 却 累 計 額 △ 72,624 217,590

車 両 運 搬 具 1,086

減 価 償 却 累 計 額 △ 804 282

工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,216

減 価 償 却 累 計 額 △ 970 2,246

リ ー ス 資 産 5,246

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,258 3,988

建 設 仮 勘 定 6,190

2,860,431

2,860,431

令 和 ４ 年 度　 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 )

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１ 固    定    資    産

有 形 固 定 資 産

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
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⑴ 145,651

⑵ 37,669

△ 200 37,469

⑶ 4,521

⑷ 5

187,646

3,048,077

⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 672,860

672,860

⑵ 2,654 2,654

675,514

２ 流    動    資    産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

【 資 産 合 計 】

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

３ 固　　定    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

-27-



⑴

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 65,971

65,971

⑵ 766

⑶ 44,220

⑷

賞 与 引 当 金 2,786

2,786

⑸ 93

113,836

⑴ 1,695,649

△ 219,842

1,475,807

2,265,157

４ 流    動    負    債

企 業 債

イ

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

引 当 金

イ

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ 繰　　延　　収　　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

[ 負 債 合 計 ]
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⑴ 689,991

689,991

⑴

国 庫 補 助 金 2,664

県 補 助 金 296

2,960

⑵

建 設 改 良 積 立 金 75,349

当年度未処分利益剰余金 14,620

89,969

92,929

782,920

3,048,077

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

６ 資　　本    金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

７ 剰    余    金

資 本 剰 余 金

イ

ロ

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ

ロ

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

[ 資 本 合 計 ]

【 負 債 資 本 合 計 】
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注 記 
 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記  
   

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

イ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物 ７年～６５年 

       構築物 ８年～６０年 

       機械及び装置 ２年～５８年 

       車両及び運搬具 ４年～５年 

       工具器具及び備品 ２年～２０年 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法 

ハ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

⑶ 引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
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ロ 退職給付引当金 

職員の退職手当は、簡易水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一定の負担金を除き、一般会計がその全部を負担することとな

っているため、退職給付引当金は計上していない。 

ハ 賞与引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。 

 

⑷ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ その他の注記  

 

・ 賞与引当金の目的使用による取崩しについて 

当年度において、令和４年１２月分から令和５年３月分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金２，７８６千円を使用

する。 
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　収　　入 （単位：千円）

金　　額

1 316,617 306,709 9,908                                     

 1 営業収益 98,060 97,953 107                                     

1 給水収益                                97,095 97,284 △ 189 1 水道料金 96,970   

2 給水負担金 125   

3 その他の営業収益                        965 669 296 2 手数料 65

3 他会計負担金 900

 2 営業外収益 218,557 208,756 9,801                                     

3 他会計補助金 123,730 111,601 12,129 1 一般会計補助金 123,730

4 長期前受金戻入 65,728 68,098 △ 2,370 1 長期前受金戻入 65,728 減価償却費に係る長期前受金の収益化

5 雑収益 1,394 1,925 △ 531 2 雑収益 1,394

6 消費税及び 2,704 1,646 1,058 1 消費税及び 2,704

地方消費税還付金 地方消費税還付金

8 資本費繰入収益 25,001 25,486 △ 485 1 資本費繰入収益 25,001

令 和 ５ 年 度 薩 摩 川 内 市 簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算 参 考 資 料

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分

簡易水道事業収益

工事審査手数料等

一般会計負担金(児童手当)

取替メーター受入額・原子力立地給付金等

一般会計出資金の収益化
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　支　　出 （単位：千円）

金　　額

1 303,277 294,296 8,981                                     

 1 営業費用 285,943 278,364 7,579                                     

1 原水及び浄水費                          79,981 67,862 12,119 11 備消耗品費 524 水源地用消耗品購入費

12 燃料費 188 作業用燃料費  

13 光熱水費 1,400 水源施設電灯料  

15 通信運搬費 1,431 水源施設専用回線使用料等                               

17 委託料 28,051 電気設備保安管理業務委託等               

18 手数料 20,229 水質検査手数料等                     

19 賃借料 804 機械借上料等  

20 修繕費 17,779 施設等修繕  

22 動力費 7,600 水源施設電力料  

23 薬品費 1,975 次亜塩素酸ソーダ等

2 配水及び給水費                          59,347 58,805 542 1 報酬 1,940 会計年度任用職員報酬１人

2 給料 17,537 一般職員給４人

3 手当 12,361 扶養手当 1,154

住居手当                            470

通勤手当 334

時間外勤務手当 2,380

期末手当 2,803

勤勉手当 2,260

退職手当組合負担金 1,918

児童手当 900

会計年度任用職員期末手当 142

4 賞与引当金繰入額 3,006 賞与引当金

6 法定福利費 6,896 共済組合負担金等 6,521

会計年度任用職員保険料 375

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分

簡易水道事業費用
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（単位：千円）

金　　額

7 旅費 18 費用弁償

11 備消耗品費 200 配水施設用消耗品購入

12 燃料費 1,009 車両燃料費等

13 光熱水費 370 配水施設等電灯料

15 通信運搬費 1,430 配水施設専用回線使用料等

17 委託料 1,743

20 修繕費                                  11,090 メーター取替 1,072

漏水修理等 10,018

21 路面復旧費 500 修繕工事路面復旧                     

22 動力費 200 配水施設電力料 　　

24 材料費 600 漏水修理用材料  

25 工事請負費 447 工事請負費

4 総係費                                  9,658 9,324 334 1 報酬 32 日額会計年度任用職員報酬

7 旅費 509 普通旅費等               

11 備消耗品費 150 消耗品購入費 　

14 印刷製本費 1,025 電算帳票等印刷費 　

15 通信運搬費 506 後納郵便料等          

17 委託料 5,150 上下水道事業窓口等関連業務委託等

18 手数料 407 金融機関口座振替手数料等

19 賃借料 600

20 修繕費 405 公用車修繕等

30 厚生費 58 市職員厚生会負担金等                        　

31 会費負担金 333 会費負担金（関係団体等）            　

36 保険料 369 検針員傷害保険料等 　

37 公課費 14 自動車重量税 　

38 貸倒引当金繰入額 100 貸倒引当金 　

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分

メーター取替業務委託等                      

システム賃借料等
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（単位：千円）

金　　額

5 減価償却費                              133,957 138,373 △ 4,416 41 有形固定資産                  133,957 建物減価償却費                      2,614

減価償却費 構築物減価償却費                    106,642

機械及び装置減価償却費                23,329

車両運搬具減価償却費 46

工具器具及び備品減価償却費            585

リース資産減価償却費 741

6 資産減耗費                              3,000 4,000 △ 1,000 43 固定資産除却費 3,000 　 　

2 営業外費用 15,334 14,732 602                                     

 1 支払利息及び              9,444 10,504 △ 1,060 48 企業債利息 9,196 　 　

企業債取扱諸費 49 借入金利息 180

51 リース資産支払利息 68 　

3 雑支出                                  5,890 4,228 1,662 53 その他雑支出 5,890 控除対象外消費税及び地方消費税

3 特別損失 200 200 0                                     

 3 過年度損益修正損 200 200 0 58 過年度損益修正損 200 過年度水道料金等還付金

4 予備費 1,800 1,000 800                                     

1 予備費                                  1,800 1,000 800 61 予備費 1,800 　 　

節
款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較 備　　　　　考

区    分
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　収　　入 （単位：千円）

金　　額

1 132,784 109,500 23,284                                     

 1 企業債 46,300 36,300 10,000                                     

1 企業債                                  46,300 36,300 10,000 1 企業債 46,300 　

2 出資金 27,134 25,350 1,784

1 他会計出資金 27,134 25,350 1,784 1 一般会計出資金 27,134

3 負担金 13,000 11,500 1,500

1 工事負担金 13,000 11,500 1,500 1 工事負担金        13,000

6 国庫補助金 46,350 36,350 10,000                                     

1 国庫補助金              46,350 36,350 10,000 1 国庫補助金                                 46,350 　

資  本  的  収  入  及　び　支　出

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分

資本的収入
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　支　　出 （単位：千円）

金　　額

1 211,451 188,026 23,425                                     

 1 建設改良費 145,478 117,688 27,790                                     

1 改良費                                  141,570 115,973 25,597 7 旅費                                    200 普通旅費 　

11 備消耗品費                              100 消耗品購入費 　

17 委託料 5,139 設計業務委託等

25 工事請負費                              136,131

2 メーター費 5 7 △ 2 62 メーター購入費                          5 新設水道メーター購入費                        　

3 固定資産購入費 3,066 1,155 1,911 66 機械及び装置購入費 451 ポンプ購入費等

67 車両運搬具購入費 1,912 車両購入費

68 工具器具及び 703 高圧洗浄機等購入費

備品購入費

4 リース債務支払額 837 553 284 69 リース債務支払額 837 リース資産に係る元本支払額

 2 企業債償還金 65,973 70,338 △ 4,365                                     

1 企業債償還金                            65,973 70,338 △ 4,365 70 元金償還金                              65,973 元金償還金                           

款　　項 目 本 年 度 前 年 度 比   較
節

備　　　　　考
区    分

資本的支出

配水管更新事業等
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